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1． まえがき 

従来の機械診断では，対象物を診断用インパルスハン

マで叩く若しくは加振機により試験信号を与え，他の場所

に設置した加速度ピックアップで観測される伝達特性を解

析する手法が研究されてきた[1]．しかし，インパルスハン

マや加振機を用いる従来の診断手法では，観測を実施し

たときにしか建造物の状態を把握することが出来ない．迅

速な対応が求められる災害時等では従来の診断手法より

も即応性の高い手法が必要であると考えられる．そこで雑

音振動から共振周波数を分析して，建造物の状態をモニタ

リングする手法が研究されてきている[2]．本報告では加振

実験を実施しモニタリング手法による共振周波数の推定結

果の評価について論じる． 

2． 建造物の共振周波数のモニタリング手法 

累積調波分析 (CHA: Cumulative Harmonic Analysis)は

入力信号を 1 サンプリング毎に DFT によるスペクトル分析

を行い時系列に従ってスペクトルの同相加算していくことで

伝達系の調波構造を分析する手法であり雑音のスペクト

ルに埋もれた定常的な調波成分の解析に適していること

が知られている[3]．信号 x(m)の CHA は， 

𝐶𝐻𝐴(𝑛，𝑧−1) = ∑(𝑚 + 1)𝑥(𝑚)𝑧−𝑚
𝑛

𝑚=0

 

で定義される．ここで nは波形のサンプル数，𝑧−1 = 𝑒−𝑖Ω， 

Ωは角周波数である．観測される雑音振動を設定した窓長

で切り出し，CHA によって累積スペクトルを求める．この累

積スペクトルから主要なピーク周波数を選択する．これを 1

時間毎に行い，ピーク周波数のヒストグラムを作成し，ヒス

トグラムの最大値より共振周波数を推定する．東京都立産

業技術高等専門学校荒川キャンパスの本館北ウィング屋

上に加速度ピックアップとデータレコーダを設置し，診断モ

ニタリングを実施した結果，建造物の長辺方向，短辺方向

それぞれの共振周波数は 2．3Hz， 2．7Hz と推定された

[4]． 

3． 建造物に対しての加振実験 

 本報告では東京都立産業技術高等専門学校荒川キャ

ンパス北ウィング 8F にある実験室の柱に対して加振を行

った．Fig．1 に加振を行う実験装置を示す．試験信号として

20kg の錘を柱(校舎の短辺方向)に衝突させ屋上にある観

測機で建造物の振動の観測を行った．加振は13時から16

時の間に計 5 回行った．Fig．1 の柱の加速度ピックアップ

は加振時刻を記録する目的で設置された． 

  
Fig．1 建造物への加振装置 

4． 加振実験に基づくモニタリング結果の評価 

Title．1 加振振動のスペクトルピークの周波数[Hz] 

No 1  2 3 4 5 平均 

長

辺 

1．97 1．84 2．20 3．16 1．47 2．13 

短

辺 

2．82 3．00 3．05 2．49 2．30 2．73 

Title．1 に各加振によって得られた振動のスペクトルピ

ークの周波数を示す．周波数の平均値は，長辺方向で 2．

73Hz，短辺方向で 2．13Hz となった．これを共振周波数の

真値として，過去のモニタリング実験の結果[4]を評価した

ところ，相対誤差は長辺方向が-7．4%，短辺方向が-1．1%

となる． 

5． あとがき 

 本報告では，環境雑音を用いた建造物の診断モニタリン

グ手法の評価を試みた．建造物への加振実験を実施して

得られた建造物の共振周波数の真値と，過去のモニタリン

グ実験の結果を比較したところ，過去のモニタリング実験

の相対誤差は概ね±10%以内に収まっていることが確認で

きた． 
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